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特集 デジタル時代における企業価値向上の源泉

要　約

1 デジタル人材に関しては、「デジタル人材確保のための人事制度・育成」「既存部門との
協力関係の構築」という2つの問題が存在する。

2 「デジタル人材の確保のための人事制度・育成」にあたっては、自社におけるデジタル
人材像を明確化することとともに、育成・確保していくための制度を整備する必要があ
る。

3 「既存部門との協力関係の構築」にあたっては、社内においてデジタル化の必要性の理
解を深める活動とともに、自社のビジネス・業務を理解し、周囲を説得しながらデジタ
ルプロジェクトを推進できるリーダーを育成していく必要がある。

4 ドイツの企業では、デジタル領域において自社人材を活かすための取り組みが進められ
ており、具体的なデジタルリーダー確保に向けた仕組み作りや、デジタル化の理解を進
める組織的な活動の事例が存在する。

5 企業が今後、持続的にデジタルトランスフォーメーション（DX）を進めるためには、
デジタルリーダー、デジタルメンバーの確保とともに、デジタルの裾野を広げる活動を
並行して進めることが肝要である。
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デジタル化を進めていく上での組織文化の隔
たりという課題への意識が見て取れる。

このような現状を踏まえ、18年秋頃より筆
者は、デジタル人材をテーマにさまざまな業
界にわたり、およそ30社以上の大手企業の役
員・関係者と議論を重ねてきた。その結果、
前述の 2 つの課題について、いくつかの原因
が見えてきた。

1 つ目の課題である「デジタル化を推進す
る人材の不足」、すなわち企業においてデジ
タル人材の育成・確保が進まない原因は 2 点
あると考えられる。

原因の 1 点目は、社内の人材体系において
デジタル人材像が明確になっていない点であ
る。AI・IoTの経験・知見を持つ人材やデー
タサイエンティストはイメージしやすいが、
それだけではデジタルプロジェクトは進まな
い。自社のデジタル化に必要なデジタル人材

Ⅰ	デジタル化推進における
	 人材の問題

2015年頃よりデジタルトランスフォーメー
ション（DX）が注目される中、多くの企業
においてデジタルに関するキーワードが経営
戦略に織り込まれている。また、近年、デジ
タル化の取り組みがより具体化する中で、人
にかかわるさまざまな問題が浮かび上がって
きている。

一般社団法人日本情報システム・ユーザー
協会が2017年に行った調査において、デジタ
ル化へ対応する上での課題は何か、という質
問項目がある（図 1 ）。その回答を見ると、
上位 3 項目は、デジタル人材確保に関する項
目である。そしてもう一つ、大きな項目が既
存組織との関係についての課題である。どの
ように既存部門と協力関係を構築するのか、

図1　デジタル化へ対応するために、何が課題と考えていますか（複数回答／N＝165）
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出所）一般社団法人日本情報システム・ユーザー協会「デジタル化の取り組みに関する調査（2017年）　Q18」より作成
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確にすることは、人材育成・確保の前提とな
る事項である。企業としてデジタル化によっ
て何を達成するのかが定まらないと、自社に
とってどのようなデジタル人材が必要なのか
が決まらない。このことは企業戦略レベルの
概念的なものではなく、個社の事業部門レベ
ルにおいて、デジタルによって何を獲得する
ことを目的とするのかという具体性が必要と
されるのである。

デジタルトランスフォーメーションの定義
は非常に幅広く、コスト削減や生産性向上を
目指すものから、新たなビジネスやサービス
を生み出すもの、さらには、エコシステムの
ような新たな経済圏を生み出すものまでさま
ざまである。故に、多くの人にとってデジタ
ル化の目的が、同床異夢となっていることが
多い。多くの企業では、概念的な方針は示さ
れているものの、事業レベルでデジタル化に
よって達成すべき事項が定められているケー
スは少ない。

17年度に野村総合研究所（NRI）にて実施
した「ユーザー企業のIT活用実態調査」に
おいても、「（デジタルの）全社的な活用方
針・活用戦略の策定」がデジタル化にあたっ
て優先順位の高い施策となっていた（図 2 ）。
これは裏を返せば、依然としてデジタル化の
目的が明確になっていないことを示してい
る。

上記の問題とその原因仮説を踏まえ、本稿
では、デジタル人材の定義を明確化した上
で、「縦割の組織」「社員に新卒からの生え抜
きが多い」「高度な教育を受けた人材が不足
している」といった、日本と似通った状況に
あるドイツ企業における取り組み事例を参考
としながら、デジタル人材の育成・確保に向

全体の定義が、人材育成・確保のゴール設定
として必要となる。しかしながら、現状で
は、企業の人材体系の中にデジタル人材は全
く定義されていないか、一部にとどまる。

原因の 2 点目は、仮に自社に必要なデジタ
ル人材が定義できたとしても、それを育成・
確保していく具体的な事例やフレームワーク
が存在しないことにある。新しい人材定義で
あるが故に、過去の実績に基づく育成・確保
の手段が使えないのである。

次に 2 つ目の課題である「既存組織との関
係」について考察を進めたい。15年以降、多
くの企業においてデジタル化を掲げる組織が
組成された。これらの組織の当初の課題は、
人材確保であった。しかし、企業において具
体的な取り組みが進むと、人材確保という課
題のほかに、社内の既存部門の協力をいかに
得るかという悩みが加わった。「リテール営
業部門に持ちかけたが、メンバーをアサイン
してもらえなかった」「技術探索～企画立ち
上げまでを行い、その後は現場組織に引き継
がれるが、現場においては効果が分からない
計画への投資が受け入れられず、そこでほと
んどのプロジェクトが頓挫する」といった悩
みである。このような事態となってしまう原
因は、社内においてデジタル化の必要性がそ
もそも理解されていないことにある。そして
もう一つは、現場において自社のビジネス・
業務を理解し、周囲を説得しながら、デジタ
ルプロジェクトを推進できるリーダーが存在
しないことにある。

そして、これら 2 つの課題に共通する原因
は、デジタルトランスフォーメーションによ
って、企業が何を達成しようとしているのか
が明確になっていないことにある。これを明
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の確保に向けて取り組んでいるのは、デジタ
ルプロジェクトにおいて中核となるフルスタ
ックエンジニア、ユーザー体験デザイナー、
データサイエンティスト、カスタマーサクセ
スマネジャーである。本稿では、これらの人
材を「デジタルメンバー」と総称する。

既にいくつかの企業では、組織的な育成・
確保が進んでおり、たとえばダイキン工業で
は、2018年 4 月に大阪大学と提携して「ダイ
キン情報技術大学」を社内に開講し、新卒社
員のうち理系100人を対象に、通常業務を一
切免除し、AI・IoTに関する技術を 2 年間学
ばせている。このような自社による育成が少

けた方策を示していく。特に現場においてデ
ジタルプロジェクトを推進するリーダーをい
かに確保すべきか、また、既存組織において
デジタル化の危機感・便益・可能性を理解し
た社員をいかに増やしていくかについて論ず
ることにより、デジタル人材に関する主要課
題解決に向けた示唆を提示する。

Ⅱ	デジタル人材像とその育成・確保

デジタル化を推進する人材について、NRI
では 7 つの人材像を定義している（表 1 ）。

これらの人材の中で、既に多くの企業がそ

図2　デジタル化を進めるための施策の優先度

全社的な活用方針・活用戦略の策定

■優先度が高い　　■比較的優先度は高い　　■どちらともいえない　　
■比較的優先度は低い　　■優先度は低い　　■不明・わからない

情報システム部門と事業部門との
コミュニケーションや協業の促進

新技術を理解した外部機関との連携
（ベンダ等への委託を含む）

新技術を理解した人材の確保
（情報システム部門・情報子会社以外の組織）

新技術を理解した人材の確保
（情報システム部門・情報子会社）

統計・データ分析のスキルを持った外部機関との連携
（ベンダ等への委託を含む）

統計・データ分析のスキルを持った人材の確保
（情報システム部門・情報子会社以外の組織）

統計・データ分析のスキルを持った人材の確保
（情報システム部門・情報子会社）

機器・設備データや製品データの標準化・統合化

営業・販売データや顧客データの標準化・統合化

分析用のデータベースやツール等の環境整備
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28.2 42.5 19.2 2.5 2.9 4.7

28.0 42.9 18.4 3.1 2.9 4.7

13.8 38.1 24.9 8.5 6.8 7.8

8.7 24.5 33.8 13.4 10.9 8.7

16.7 39.2 24.9 7.6 5.4 6.2

9.7 25.6 35.5 8.9 10.9 9.5

10.3 24.5 34.8 9.3 12.4 8.7

12.8 30.3 34.8 7.4 7.0 7.6

7.6 22.3 35.9 11.5 11.1 11.5

21.0 35.5 25.8 6.8 4.7 6.2

15.3 38.6 26.4 7.2 7.0 5.6

N＝485

注）小数第2位で四捨五入したため、合計が100にならない場合がある
出所）野村総合研究所「ユーザー企業のIT活用実態調査」（2017年）



12 知的資産創造／2019年5月号

ェクトベースで人材が流動していくさまが見
て取れる注1。

日本においても近い将来、豊富な経験機会
と高い報酬を用意できる企業以外では、デジ
タルメンバーの自社における永続的な保有は
難しくなることが想定される。故に、これら
の人材は、近い将来（もしくは既にそうなっ
ているかもしれないが）米国に見られるよう
な、流動性の高い人材となることが想定され
る。従ってデジタルメンバーについては、プ
ロジェクトの内容に応じた人材を、既存の給
与体系とは別枠で確保していくこととなるだ

しずつ進む一方で、これらの人材は自らが多
くの経験を積むことで市場価値が高まること
を理解しており、また人材市場でのニーズが
高いことから、より高い処遇・より良い職場
環境、ビジネスチャンスを求めて転職を繰り
返すことが可能である。すなわち、従来の人
材にはない、高い人材流動性を有する可能性
が想定される。まだ日本における統計的なデ
ータはないものの、デジタル化の進む米国に
おけるAI・データサイエンティストといっ
た人材の著名テクノロジー企業における在職
期間は、1.23～2.02年となっており、プロジ

表1　デジタル人材像定義

人材群 人材像 満たすべきスキル・経験要素

デジタルリーダー

ビジネスプロデューサー
✓市場・顧客への深い観察により潜在的価値・
ニーズを発見

✓事業を立ち上げ・事業化の責任者となる

● 戦略策定・マネタイズ力
● 事業の企画・立ち上げ・運営経験
● 他社とのパートナーシップ構築力

プロダクトマネジャー
✓発見された価値・ニーズを実現するプロダク
トやサービスのコンセプト策定。開発管理、
コンセプトキープなども実施

● デザイン思考
● サービス全体のコンセプト策定力
● コンセプトをキープするハンドリング力

デジタルメンバー

フルスタックエンジニア
✓デザインされたITサービスを実現するプロト
タイプ開発・実装・リリース・改良をスピー
ディーに実現

● 機能（開発～運用）と技術要素（アプリ～イ
ンフラ）の幅広い実装力

● 開発手法の活用（アジャイルなど）

ユーザー体験デザイナー
✓ユーザー体験価値の最大化に向けて、観察・
共感⇒定義・発想⇒具体化・評価のサイクル
で検証・改善を繰り返す

● デザイン思考
● 人間中心設計

データサイエンティスト
✓事業構想時およびリリース後の各種データ収
集・分析、考察から得られたビジネス上の課
題整理・提言

● ビジネス課題整理・解決力
● 情報処理・人工知能・統計学

カスタマーサクセスマネジャー
✓サービスの利用状況を分析し、顧客の離反を
防いだり、アップセル・クロスセルを促進し
たりする施策を打つ

● データ分析力
● 顧客とのリレーションシップ構築力
● コンサルティング力

デジタルエンジニア
ITアーキテクト、インフラエンジニア
✓ビジネスモデルを実現するための最適技術、開
発技法の選択、システム全体の構造デザイン

● インフラ／アプリ全般のデザイン力・検証・
実装力

● データマネジメント、分析基盤
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なぜデジタル化に取り組む必要があるのかな
ど、自社におけるデジタル化について明確化
した上で、それらを理解するためのプログラ
ムが必要である。第 2 段階は、スキルと体験
である。ここでは、デジタルプロジェクトに
必要なスキルを身につけるとともに、それら
の活用を前提とした体験をするプログラムが
必要となる。第 3 段階は、実践である。これ
は、実際のデジタルプロジェクト経験を積む
ことを示している。

デジタルリーダーの育成を考えるにあたっ
ても、前述の 3 ステップに沿ってプログラム
を整備する。特にスキルの教育にあたって
は、デジタルリーダーに求められるスキルセ
ットを定義する必要がある。NRIでは、デジ
タルリーダーに必要なスキルとして 3 つの領
域を定義している（図 4 ）。前述の通り、こ
れらのスキルは自社のビジネスやマネジメン
トの理解と実践力に加え、身につけるべきス
キルとしている。
「デジタルツール・マインド」は、デジタル
プロジェクトを進めていくにあたって身につ

ろう。
一方で、 7 つの人材像のうち、デジタルプ

ロジェクトにおいてリーダー的な役割を果た
す人材、ビジネスプロデューサーやプロダク
トマネジャーは、自社にて継続的に育成し、
保有しておくべき人材である。これらの人材
は、表 1 の「満たすべきスキル・経験要素」
にあるように、自社のビジネス・製品・マー
ケットを理解していることが必要である。ま
た、自社内の複雑なしがらみを踏まえ、プロ
ジェクトを推進していくためのマネジメント
能力と経験が求められる。故に、デジタルリ
ーダーは自社内での経験が必須であり、継続
的なデジタルプロジェクトの推進に向けて、
自社内での計画的な人材育成と確保が求めら
れる人材である。

Ⅲ	デジタルリーダーの育成

社内のデジタルスキルの向上にあたって、
NRIでは、基本的に 3 ステップを提唱してい
る（図 3 ）。第 1 段階は、動機付けである。

図3　デジタル人材育成の3ステップ
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前述のようなスキルセットを積み増してい
く、いわばスキルをデジタルに拡張していく
ことが、企業におけるデジタルリーダーの育
成・確保の上では最も重要である。

たとえば、ドイツの電力大手のEnBWで
は、自社のデジタルプロジェクトを推進する
リーダーを育成するために、従来の人事部と
は独立したデジタルリーダー育成のための組
織機能とプラグラムを有している。彼らは、
デジタルプロジェクトのリーダーとなる社員
に対して、 5 つの領域にわたるスキルセット
を身につけるための教育体系を定めている

（図 5 ）。Agile、Design Thinkingといったデ
ジタルプロジェクトに必要なスキルや、外部
リソースの活用を前提としたチームマネジメ
ントに加え、自らやチームメンバーのモチベ
ーションへの対処や、ビジネス部門外からの
デジタルリーダーに向けたビジネス理解のた
めのプログラムを有しているなど、さまざま
な部門からデジタルリーダーを受け入れるた
めのプログラムとなっている。

また、これらのプログラムに参加できる条
件として年齢が設定されており、35～45歳を
対象としている。これは自社のビジネスを理
解し、一定のマネジメントスキルを身につけ
ていることをデジタルリーダーの前提として
いるためである。

これらのプログラムの提供は、デジタルオ
フィスと呼ばれるデジタル推進組織が担って
いる。デジタル推進組織は、自らがデジタル
プロジェクトを推進するのではなく、各事業
部門におけるデジタルプロジェクトの推進を
支援する役割を持つ。その一環として、デジ
タルリーダーの育成を担っている。

EnBWにおいて、人材育成は従来人事部の

け て お く べ き 実 践 的 な ス キ ル で あ る。
Agile、DevOps、Design Thinkingなど、デ
ジタルプロジェクトには欠かせなくなってい
る知識体系について実践経験を伴う形で理解
し、活用できることが求められる。
「デジタルチームマネジメント」は、オープ
ンイノベーションやデジタルメンバーなどの
社外人材を活用したプロジェクトを推進する
上でのマネジメントスキルである。
「デジタルビジネスディベロップメント」
は、デジタルを前提とした自社ビジネスの位
置付けや方向性を理解し、デジタルの分野に
おいて、新規事業へ発展させる組み立てに関
するスキルである。

上記の 3 つのスキルセットの基本は、これ
までのビジネスプロジェクトのリーダーに求
められる素養や社内における経験値と変わら
ない。そうした従来のビジネスリーダーに、

図4　デジタルリーダーに求められるスキル
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デジタルプロジェクトを推進
するために必要な方法論・フ
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チームマネジメント

さまざまなスキルを持つ社内
外のメンバーをマネジメント
するスキル

ビジネス
ディベロップメント

デジタルによる新規事業創発
の手法やプロジェクトコント
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与が期待され、その投資回収に想定される期
間は比較的長い。一方で、小売分野は、さま
ざまな外部プレーヤーとの競争領域である。
故にデジタルへの期待は、新たな顧客接点・
サービスの創出となり、その投資回収に想定
される期間は、非常に短い。

このように、同じ会社においてもデジタル
化に対する期待やそのリターンに関する期間
が異なることを前提とし、事業ごとにデジタ
ル化の目的を設定し、それに紐づいたデジタ
ルプロジェクトを実施していくことで各事
業・現場の理解が得られ、前述のデジタルリ
ーダープログラムを終了した現場リーダーを
中心とした実行体制を組むことができてい
る。

日本においては、AI人材やデータサイエ
ンティストといった人材育成については、萌
芽的な動きが活発化しているものの、デジタ
ルリーダーに着目した、自社のリーダー人材
のデジタル再教育の動きはまだ見られない。

ドイツでは、EnBWのような個社の取り組

担当領域であり、縦割文化が強い社風と相ま
って、なかなかデジタルオフィスによる一括
での人材育成は理解されなかった。そこで人
事部と交渉を重ね、現在は独立した組織とし
て、デジタル人材育成の権限と責任を果たし
ている。彼らは、デジタルトランスフォーメ
ーションにかかわるKPI（重要業績評価指
標）にリーダー育成プログラムの受講者数を
設定することで、定期的に経営陣に状況を報
告し、人材育成の重要性を訴求している。

そして、このデジタルオフィスのもう一つ
の役割は、なぜデジタル化に取り組むのかに
ついて、各事業部門レベルが理解し納得する
具体的なデジタル化の将来像を提示すること
にある。電力事業においては、発電といった
設備産業から、小売と呼ばれるBtoCの事業
に至るまで多くの事業を抱えている。また投
資回収の考え方も異なっており、当然デジタ
ルに求められる目的も異なってくる。たとえ
ば、設備系が主となる発電や送電において
は、コスト削減や設備の効率的な運用への寄

図5　EnBWのデジタルリーダー開発プログラム
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する意思の習得

スピード重視の中で、必要となる生産管理の考え方、経験
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践段階までを経験することで、彼らは自社に
戻った際に、すぐにデジタルリーダーとして
プロジェクトを推進することが可能となる。

日本においても、デジタル化にかかわる
Agile、Design Thinkingといったスキルや体
験を行う研修は存在する。しかし、マネジメ
ント層の再教育を前提とし、企業に戻ってか
らも、自らがデジタルリーダーとなってプロ
ジェクトを推進する、もしくは、それらのプ
ロジェクトリーダーを統括するといったこと
を想定した実践的なスクールは存在していな
いのが現状である。

Ⅳ	周辺組織の
	 デジタルマインドシフト

次に、もう一つ日本のデジタルプロジェク
トの課題となっている、既存部門のデジタル
化への理解と協力をいかに得るか、その方策
について述べたい。

デジタルプロジェクトを直接推進するわけ
ではなく、かつ既存のビジネスや業務を抱え
る既存部門にとって、デジタルプロジェクト
は異質な存在であり、時には顧客を奪い合う
存在、既存事業・業務を脅かす存在になりか
ねない。特に、デジタル化の成果として、
AIが仕事を奪う、RPAにより社員を減らす
といった人員削減効果が初期に大々的に報道
された影響とも相まって、既存部門の協力が
得られにくい状況となっている可能性があ
る。

このような状況に対しては、トップダウン
やボトムアップといった「縦」の取り組みで
はなく、デジタルに対する理解を全社的に広
めるような「横」の取り組みが必要となる。

み以外にも、マネジメント層を対象としたデ
ジタルリーダー育成のためのスクールといっ
た取り組みも見られる。次にこの取り組み事
例を紹介したい。

デジタルリーダー育成のためのスクールで
あるSHIFTSCHOOLは、2015年にドイツの
ニュルンベルクに設立された私的なスクール
である。生徒の多くは、大企業のマネジメン
ト層であり、彼らに対して、前述の 3 段階に
相当する一連のプログラムを毎週末、18カ月
間にわたって提供する。

はじめの13カ月は毎週末、「動機付け、お
よびスキル・体験」に該当するプログラムを
受講する。講義においてデジタル化の脅威と
可能性を徹底的に学ぶとともに、デジタルプ
ロジェクトに必要なさまざまなフレームワー
クや方法論を学ぶ。多くの生徒はビジネス部
門の出身であることから、簡単なプログラム
ミングの技術や先進技術の基本的な考え方も
習得する。また、さまざまなデジタルツール
に触れる機会を設定し、知識としてだけでな
く、デジタルプロジェクトのキーとなるさま
ざまな技術を直接体験することもセットで行
われる。

その後、振り返りの期間を設け、残りの期
間は「実践」となる、そこでは、実際のクラ
イアントに対してデジタルプロジェクトが行
われる。仮想のクライアントやプロジェクト
ではなく、実際にクライアントをつけ、製品
化・サービス化までを経験する。 1 プロジェ
クトはおよそ 3 週間として設定され、計 4 デ
ジタルプロジェクトを経験する。直接に顧客
の声を聞きながら、製品やサービスを進化さ
せることもするし、さらには最終的に失敗に
終わることもある。このように、最終的に実
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集合研修として学ぶ。その後 6 人が 1 チーム
となる。次の会場では、 6 つのテーブルが用
意され、そのテーブルの上にさまざまなデジ
タルガジェットが準備されている。単純にツ
ールを並べているわけではなく、業態やデジ
タル化についての理解を深めるツールが選択
されている。各チームは、一つのテーブルご
とにおよそ20分間をデジタル体験に費やす。
まずガジェットの特徴について説明を受け、
次に自らがガジェットを操作し、体験する。
全部で 6 つのデジタル体験をした後、次の会
場ではアイデアコンテストが行われる。これ
は、チームで自らが体験したガジェットや学
んだデジタルトランスフォーメーションにか
かわる知識を使って、自らの職場やビジネス

すなわち、従来の組織開発に用いられてきた
ホールシステム・アプローチ注2に類した取
り組みが必要となってくる。また、デジタル
という言葉が先行している中では、技術革新
そのものに触れ、体験することを通じて実感
を得ることも必要となる。

ドイツのコメルツ銀行では、デジタルトラ
ンスフォーメーションの理解促進に向け、広
く行員に参加してもらう体験型のワークショ
ップを企画・推進する取り組みを行っている

（図 6 ）。このワークショップは、経営陣・部
課長・一般職まで、幅広い役職と部門を対象
としている。

彼らはまず、大きな会場でデジタルトラン
スフォーメーションに対する基本的な知識を

図6　コメルツ銀行のワークショップの概要
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クトベース、もしくは短期での雇用も踏まえ
た独自の雇用制度を整備することが必要とな
る。ただし自社で育成する場合にも、ある程
度高い人材流動性となることを想定しておく
べきである。多くの企業では、この雇用制度
が大きな壁となっていると想定されるが、既
に一部の大手企業では個別の人事制度として
運用している企業も存在している。

デジタルトランスフォーメーションでは、
初期の段階にAI、IoTといったツールが注目
を浴びる中、それらを担うAI・IoT人材やデ
ータサイエンティストが重要視されてきた。
当然このような人材の確保は急務であるが、
これは、官民学が一体となって取り組む課題
でもある。一方で、企業において、デジタル
プロジェクトの具体的な推進のためには、デ
ジタルリーダーの存在が不可欠である。しか
しながら、現在は、たまたま「できる人」が
その役割を担っているのが現状ではないだろ
うか。今後デジタルトランスフォーメーショ
ンが、各企業の継続的な取り組みとなること
を踏まえるのであれば、デジタルリーダーの
育成に重点を置くことを提言する。

また、デジタル人材戦略の一環として、前
述の関連部門のデジタルアレルギーを緩和す
る対応も併せて織り込むことが望ましい。

デジタル人材戦略において、デジタルリー
ダー、デジタルメンバーの育成・確保ととも
に、デジタルの裾野を広げる活動を並行して
進めることが肝要である。

注

1 JETRO/IPA　NewYork　ニューヨークだより
2018年 7 月「米国におけるテック人材に関する
動向」

を変革するためのアイデアを出し合うコンテ
ストである。実際に、コメルツ銀行のケース
では、これらの取り組みの中から複数の顧客
サービスが生まれている。

これらの取り組みは、最終的に優れたアイ
デアを現場から引き出すきっかけとなるだけ
でなく、広く経営層までデジタルを体験する
ことで、デジタルアレルギーを緩和し、企業
全体のデジタルトランスフォーメーションを
支援していく企業風土を形成する効果も持つ。

日本においても、企業内の役職層別の研修
でデジタルトランスフォーメーションや
AI、IoTといった技術の概要を学ばせる取り
組みは始まっているものの、「動機付け、ス
キル・体験、実践」まで一貫した教育機会を
全社の社員対象に実施している例は、あまり
見られない。

Ⅳ	企業における取り組みへの示唆

企業が戦略においてデジタルトランスフォ
ーメーションを掲げるのであれば、それと同
等にデジタル人材戦略も掲げていく必要があ
る。

はじめに自社のデジタル戦略、具体的な方
向性に沿ったデジタル人材体系と人材像を定
義する。次にデジタル人材の育成・確保の方
法を具体化し、実行計画を立てる。

育成・確保に向けた方向性として、まずデ
ジタルリーダーについては、自社のビジネス
リーダー候補を対象とした育成のための人材
計画が必要となる。また、そのために必要な
スキルを定義し、研修体系を整備していくこ
とが求められる。一方で、デジタルメンバー
については、自社での育成に加え、プロジェ
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2 多くのステークホルダーを集め、自らの課題や
目指すべき将来像について話し合う、大規模な
対話による組織変革のアプローチ。テーマを取
り巻くシステムの全体＝「ホールシステム」の
縮図をその場に再現することにより、多様な視
点や価値観が反映され、合意や施策へのコミッ
トメントも引き出しやすくする
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